
36 37

02Our 
Performance

フェアモント・ジャカルタ横浜環状北線交差部新設工事（横浜市神奈川区子安台～鶴
見区岸谷）
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財務基盤の安定化と資本効率向上に向けて
　当社は近年、格付けの回復に向けて取組みを継続してきまし
た。１点目が、有利子負債の削減です。ここ数年の厳しい経営
環境下でも、着実な圧縮を進めてきました。この結果、現在は
BBB+からA-に格付けが上がり、さらなる上昇を目指しています。
　2点目がキャッシュフロー創出力の強化です。鹿島の持つ技術
力・営業力・施工力のシナジーを用い、さらには事業領域の強化・
拡大を進めることで、この流れをさらに強めていきたいと考えてい
ます。そのためには、収益源の確保に向けた戦略的投資も必要
です。前出のオーストラリア進出に加え、アメリカにおけるCore
５社の設立、国内でも新規投資を継続していきます。
　今後は投資対象について、短期回転型と中長期での安定収益
創出型とのバランスが大切です。さらにファンドを用いた省資金
型の新たなスキームなども積極的に検討していきます。

中長期を見据えて
　現在の中期経営計画は2020年以降を見据えた3か年計画に
なっています。財務面を掌る財務本部は、グループ全体の財務・
経理に関する核としての役割がより大きくなると考えています。
私を含め、最近は海外経験者が数多く在籍するようになりまし
た。海外などで幅広い経験を積み、グローバルビジネスを知悉
した人材も不可欠です。
　マーケットを見る目や判断力もしっかり養いながら、中期経営
計画を着実に進めていきたいと思います。

　2015年度期首時点では、売上高 1兆7,500億円、経常利
益430億円という目標を掲げていましたが、国内外の鹿島グ
ループの総力を結集し、売上高 1兆 7,958億円、経常利益 
1,110 億円と、年度目標を大幅に上回り前年度比で増収増益
決算になりました。これは、特にここ数年にわたる国内建設事
業において生産性向上の努力の成果が表れ、資材高騰などへの
顧客の理解によるものです。
　また、連結数値に含まれている国内・海外の関係会社につい
ても業績好調で、グループ全体として業績の押上げに貢献してい
ます。海外においては、従来から、アメリカ、アジア、ヨーロッ
パそれぞれに統括現地法人を置き、建築・開発事業を展開して
おりますが、2015年にオーストラリアに進出し、グローバルな経
営基盤のさらなる拡充・強化を図っています。
　2015年度は好業績でしたが、国内の建設マーケットが、今
後、施工の面で活況を呈してくると、建設技能を持った方々へ
のニーズがますます高まり人手不足が再燃するのではないか、ま
た、比較的落ち着いている建設資材価格も上昇に転じるのでは
ないかといったコストアップ傾向も予見され、先行きの採算は楽
観できないものと予想しています。
　その意味でも、今のうちに収益源を多様化し、連結ベースで
収益を確保できる体制を築いていくことが必要です。

高野　博信
取締役専務執行役員 財務本部長
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2015年度は「中期経営計画（2015 ～ 2017年度）」の初年度でした。
全体そしてセグメント別の2015年度の実績を振り返るとともに、今後
取り組んでいく課題や方向性について説明します。

収益源の多様化とグローバル化に向けて

有利子負債の推移
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鹿島グループ中期経営計画

構造改善期間

1. 単体建設事業の再生・強化

2. 当社およびグループの強みを活かせる事業領域の強化・拡大
3. グループ経営基盤の整備

201720162015

中期経営計画（2015～2017年度）
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さらなる成長への投資

先駆的な価値ある
建設・サービスの提供

当社単体建設
事業利益の回復

将来収益分野への
経営資源投入

当社グループ
利益水準の底上げ

既存・周辺事業を
融合させた

ビジネスの進化

部署間、グループ会社間の
協働・連携の仕組みを整備・強化

スパイラルアップ（好循環）を生み出す
グループ経営基盤を確立

セグメント別

鹿島の中期経営計画（2015 〜 2017年度）

グループの業績推移の方向性（2015年度→2020年度）

中期経営計画の1年目となった2015年度は期首に設定した年度目標を
達成し、今後の構造改善に向けた施策を展開していく上で良いスタート
となりました。2017年度の数値目標として、連結売上高1兆7,500億
円、経常利益650億円等を掲げ、2016年度は構造改善期間の後半とし
て取組みを加速し、2020年度以降を見据えて前進していきます。

中期経営計画の概要と2015年度のまとめ

　2015年5月に策定した「鹿島グループ中期経営計画」は、2020年度までの当社グループの中期
的な経営の方向性を示すとともに、前半3 ヵ年、すなわち2015 ～ 2017年度の3年間で達成す
べき具体的目標を定めた経営計画であるという二つの役割を持っています。
　2020年度までの中期的な方向性については、人口減少、財政制約、あるいは新設需要から維
持補修へのシフトといった建設事業を取り巻く状況変化を見据え、将来に向けて取り組むべき課
題として、①単体建設事業の利益率向上 ②先駆的な価値ある建設・サービスの提供 ③成長に向
けたグループ経営基盤の確立 の三項目を「基本方針」として定めています。
　この基本方針に基づき、2015 ～ 2017年度における事業戦略として単体建設事業の再生・強
化、グループ全体の強みを活かせる事業領域の強化・拡大、経営環境の変化に対応したグループ
経営基盤の確立の３つを掲げ、これら施策の展開により達成すべき業績目標として、最終年度の
2017年度に、連結売上高1兆7,500億円程度、連結経常利益650億円以上、ＲＯＥ8.0％以上
を目指すこととしています。
　2015年度は、上記戦略のうち特に集中実施している「単体建設事業の再生・強化」に向けた取
組みの効果に加え、市場環境の予想以上の好転もあって、期首に設定した目標を大きく上回る利

益を計上し、計画初年度として幸先の良いスタートとなりまし
た。
　しかし、内外の経済環境は不透明さを増しており、建設市
場においても今後、資機材や労務の逼迫によるコスト上昇や将

来の需要減少に向けた受注競争の再燃等が懸念されます。当
社グループとしては気を緩めることなく、中期経営計画に掲げ
た諸施策を着実に推進し、将来に向けた成長基盤の強化・拡
充を図ってまいります。
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土 木

新区界トンネル

　土木部門の完成工事高は、大型工事の進捗が順調に進んだ
ことから、前年度比11.4％増の3,079億円に、営業損益は、完
成工事総利益率が大幅に改善した結果、288億円の利益となり
ました。
　受注も堅調に推移し、国内外合わせて2,859億円となり、前
年度同様にその６割以上が国内官公庁からでした。
　2015年度は、増加する施工高に対して、社員の機動的配置
を促進し、生産性の向上に向けた取組みに注力することで、適
切な施工体制の確保を図りました。技術開発面では、ダム現場
において自動化施工を実現するなど、開発成果を現場で積極的
に適用しました。
　また、鹿島道路の舗装技術やケミカルグラウトの地盤改良技

術など、関係会社の強みを活かした連携が上手く機能した結
果、土木系関係会社も好調な業績でした。
　2020年東京五輪開催を契機として、急ピッチで整備が進む
首都圏の交通インフラや2027年開通を目指すリニア新幹線関
連工事、さらには福島復旧・復興事業などを対象とした技術開
発・整備を継続し、強みを活かした受注につなげていきます。
　また、長期的な技能労働者の減少を見据えて、プレキャスト
化やICTを活用した現場の生産性向上の取組みを加速します。
　一方では、PPPやPFIといった多様な入札契約形式にも積極的
に検討・対応し、維持運営・更新事業や環境を軸にしたプロジェ
クトメイキング、エネルギー分野における優位性向上など新たな
事業分野への進出にも積極的に取り組みます。

女川まちづくり事業

武蔵水路

建 築

土浦協同病院

　建築部門の完成工事高は、前期と概ね同水準で推移し、前
年度比5.5％増の8,240億円となり、完成工事総利益率が大幅
に改善したことから、営業損益は、前年度より808億円増加の
574億円の利益となりました。
　単体の受注高は、底堅い建設投資を背景に、前年度比
1,595億円増の9,020億円でした。
　受注については、入手段階におけるリスク管理への取組みが
着実に成果をあげるとともに、施工体制確保を前提とした適切
な活動を推進してきました。
　また、生産については、ＢＩＭの活用や、現場管理業務の効
率化・ＩＴ化を進める一方、ロボット化の開発など、生産性向上
の取組みを重点的に推進しています。
　さらにグループ一体となって強みを活かせる事業領域として、

医薬品分野を中心としたエンジニアリング事業や、ＬＣＥ分野な

どに注力していきます。
　また、今年度は、昨年度を上回る完成工事高が見込まれ、
中期的にも更なる増加が予想されるとともに、首都圏を中心に
再び労務不足や建設物価の高騰が予想されています。
　そのため、仕事量に合わせた柔軟な社員配置やグループ会社
による直傭化など労務不足に備えた施工体制の構築、そして、
より一層労務削減などの生産性向上を推進していくとともに、
物価動向の監視体制強化を推進してまいります。
　また、建築部門の技術者教育の充実や女性技術者の活躍を
さらに推進していくとともに、担い手確保のための社会保険加入
促進や技能労働者の処遇改善なども加速していきます。

豊洲新市場青果棟全景
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開 発

　2015年度は、昨年度実施した物件売却の反動減により、開
発事業等の売上高は前年度比59.3％減の340億円、そして営
業利益は前年度比96.7%減の6億円の営業利益となりました。
　取組み中の大型マンション案件である「晴海2丁目開発」「勝ど
き５丁目地区再開発」については、販売が堅調に推移し、両物
件とも竣工を前に完売となりました。
　また、「（仮称）竹芝地区開発計画」では、2020年以降の更なる
展開に向け、業務棟と住宅棟からなる全体延床面積約20万m2

の国際ビジネス拠点を創出します。さらに、歩行者デッキなどの
整備を行い、竹芝地区で防災対応力を完備した、先端的かつ
魅力的な都市に変えることを目指し、事業推進しています。
　2006年8月に竣工し、今年で10年を迎える「虎ノ門タワーズ
オフィス」では、東京都「温室効果ガス排出総量削減義務と排
出量取引制度」の第二計画期間（2015年度申請）においてもトッ
プレベル事業所として再認定されました。賃貸物件においては、
適切な更新投資や、多様化するテナントニーズ（安全・安心・地
球環境等）への対応を行い、資産価値の向上を図っています。
　当部門では、2015年度、都心の戦略エリアにおいて、将来の

周辺開発を見据えた不動産物件の取得を積極的に進めました。
重ねて、2020年以降を見据え、国家戦略特区、東京オリンピッ
ク・パラリンピック、環境対応、医療クラスター、都市部で急激
に進む高齢社会、教育の国際化等、時代に不可欠なキーワー
ドを取り込んだ創造的な街づくりに寄与する案件の検討を進め
ております。また、不動産開発事業のみならず、社内のエンジ
ニアリング力を活かした投資事業にも取り組み、2015年度には、
秋田県男鹿市において風力発電事業に参画いたしました。
　今後も、多様な資産の積上げを図り、中長期的な収益獲得
が期待できるストック型の運営マネジメント事業の拡充を目指し
てまいります。

　鹿島グループの国内関係会社（2015年度末現在87社、うち
子会社40社、関連会社47社）は、施工分野を中心に上流・下
流の領域を幅広くカバーし、鹿島本体と連携しつつ、グループと
しての業容の拡大、多様化を図ってきました。
　グループ中期経営計画においては「グループ間の協働・連携の
仕組みをさらに整備・強化」することで、スパイラルアップ（好循
環）を生み出す経営基盤を確立し、将来の成長に向けてグルー
プ全体の利益水準の底上げを図っていくこととしています。この
方針を受け、土木、建築、開発、それぞれの事業領域において
グループ内の情報共有や連携の取組みを推進しており、特に建
設事業強化に向けた「担い手確保」「生産性向上」の分野、ある
いは施設の運営・管理業務への展開等において具体的成果が上
がり始めています。
　2015年度の国内関係会社業績（連結ベース）は、売上高は前
年度と同水準の3,646億円、経常利益は前年比7.9％増の206
億円となり、「内外の関係会社で経常利益300億円」という中期
経営計画の業績目標（2017年度）に向けて順調なスタートとな
りました。

　引き続き、設計、開発、施工、調達、維持管理、各種サー
ビス等、それぞれの分野での技術、ノウハウを磨きつつ、グルー
プとして顧客に最適なソリューションを提供できるよう連携強化
に努めてまいります。

国内主要関係会社の業績

2015年度（億円） 従業員数（人）
（2016年3月末）売上高 経常利益

大興物産（株） 1,077.0 20.6 282

鹿島道路（株） 1,223.2 90.4 1,024

鹿島建物総合管理（株） 508.6 32.4 1,509

ケミカルグラウト（株） 315.0 33.8 286

鹿島リース（株） 69.5 11.4 50

（株）イリア 76.2 1.0 175

カジマメカトロ
エンジニアリング（株） 109.7 0.7 182

（株）クリマテック 213.3 6.2 375

国内関係会社

晴海2丁目開発（ザ・パークハウス 晴海タワーズ ティアロ
レジデンス）

勝どき5丁目地区再開発（勝どきザ・タワー）

（仮称）竹芝地区開発計画 業務棟スキップテラスイメージ
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海外関係会社
（海外建築・開発）

　中期経営計画の初年度である2015年度は、鹿島オーストラ
リア社設立により建設・開発の両事業を立ち上げ、KOAでは建設
事業をミャンマーで展開するために支店を設立するなど新市場
に参入するとともに、米国ではCore5社を設立し流通倉庫の開
発・運営事業を拡げました。
　2015年度の業績は、建設受注高4,913億円、売上高3,679
億円、経常利益155億円、当期純利益137億円と、前年度に
引き続き良い結果を残すことができました。特に、堅調な米国
での大型工事受注と鹿島オーストラリア社の受注が大きく貢献
し、建設受注高は前年度比7割強の増加となりました。利益面
では、高水準の繰越施工高を背景にした建設事業部門の貢献
と、開発事業部門の想定を上回る推移に加え、特別利益として

英国ロンドンで保有していたバリュー・アッド型賃貸ビルの売却
益もあり、当期純利益段階では前期を上回りました。収益資産
を積み増す一方で、時機を得た売却による資産の入替えと利益
の確定を積極的に実施した結果です。
　2016年度も、海外事業の積極的な展開を図ります。建設・
開発事業ともに既存事業をさらに深耕し、また開発事業の事業
領域を広げていきます。具体的には、香港でのホテル新築や新
たにベトナムにおける開発事業の展開、PPP等新手法・新分野に
も積極的に取り組んでいくことで、中期経営計画の達成に寄与し
ていきます。
　また、常にGood Corporate Citizenとして各地域社会に深
く根を下ろし、社会的責任も果たしていきます。

「フェアモント・ジャカルタ（左端）」のオープンをもって、
既存複合施設にホテル機能を加え、開発フェーズを完
了した「スナヤン・スクエア」（インドネシア）

台北市内の高級マンション2棟とオフィス1棟から
なる「忠泰長虹明日博」（台湾）

地上波放送局のメディアコープ社の「メディアコンプレックス」（シンガポール）

Kajima Overseas Asia Pte Ltd

建設事業部門では、受注面ではシンガ
ポールの大型工事受注が貢献しました
が、減収減益となりました。これを開発
事業部門の貢献により補完し、目標を上
回る当期純利益を計上しました。

中鹿営造股份有限公司

受注・売上は目標を下回ったものの、手
持ち工事の採算性の回復により利益は
目標を上回りました。

2015年度 （億円） 建設受注高 売上高 経常利益 当期純利益

主
要
子
会
社

 Kajima U.S.A. Inc. 2,799 2,061 56.9 36.6
 Kajima Overseas Asia Pte Ltd 973 992 83.7 52.8
 Kajima Europe Ltd. 164 186 10.9 44.7
 Kajima Australia Pty Ltd 842 266 ▲5.7 ▲3.6
 中鹿営造股份有限公司 133 173 9.5 7.2

計 4,913 3,679 155 137

チェコ有数の大規模流通施設「アマゾン・チェコ フルフィルメントセンター」（チェコ）

高層マンション「オーパルタワー」
完成予想図（オーストラリア）

ホノルルの高層コンドミニアム「801サウス・ストリート」 （米国）
（写真：Ed Gross/The Image Group, LLC）

Kajima Europe Ltd.

建設事業部門の順調な推移に加え、開
発事業部門のPFI運営事業の堅調な推
移や英国ロンドンの物件売却により当期
純利益は目標比増益となりました。

※ な お、Kajima U.S.A. Inc.とKajima Australia 
Pty Ltdについては、50-51ページと20-21ページ
参照。

海外主要関係会社の業績
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復興支援道路工事をパトロール中の支店長・勝治博（手前）

2015年9月に完成式典が行われた「石巻魚市場」

ある建設事業を通じて東北の復興に力強く貢献してきました。こ
うした事業には、全国から東北に異動してきた多くの社員や協力
会社の支援が大きな力となり、地域への貢献を果たすとともに、
復興工事に従事した社員達も、それぞれの事業の課題をチーム
ワークと創意工夫により解決していくことで成長することができた
と感じています。また、当社のまちづくり事業でCM方式を新た
な仕組みとして模索しながら推進し、その成果を受け継ぐ形で進
めた石巻魚市場建設事業では、日本ＣＭ協会の「平成２６年度Ｃ
Ｍ選奨 最優秀賞」受賞の栄誉を得ることができました。津波で
壊滅的な被害を受けた魚市場を、ＣＭ方式の採用により特段の
スピード感を持って完成させ、関係者から多くの感謝の言葉を頂
戴したことに加え、復興工事における一つの有効な事業の在り方
を構築した意義は大きいものがあると思っています。
　こうした復旧・復興工事への対応の結果、東北支店の業績は
震災以降に大きく数字を伸ばしており、2015年度の受注高は土
木812億円、建築874億円、開発等26億円、全体で1,712億
円と他社を圧倒する受注量を確保し、社員の繁忙度も非常に高
い状況が継続しております。今年度以降、復興関連工事の出件
の中心は岩手・宮城から福島へと移行していきますが、今後も施
工体制を模索しながら可能な限り多くの案件にチャレンジし、東
北の復興により一層の貢献を果たすとともに、創意工夫により適
正な利益を創出し、全社の中で存在感のある支店として頑張って
いきたいと考えています。

これから鹿島の向かうところ
　建設業は、震災復旧や防災・減災、国土強靭化などに対し

てその存在価値が見直される一方、今後10年の間に約128
万人もの技能労働者が離職すると予測されており、その対策
が急務となっております。そのため日本建設業連合会は、技
能労働者の処遇改善や休日の確保などにより建設業の魅力
を高め、新たに90万人の新規入職者を確保すること、そして

「i-Construction」と称する生産性向上の施策により35万人分
の省力化を図ることで、その対策としたいと考えており、建設業
界全体がこの問題に真摯に取り組む必要があります。
　当社においては、社会保険の加入促進、女性の活躍を促す
ための鹿島たんぽぽ活動などの施策に加え、生産性向上につい
てはＩＣＴの活用、プレハブ化やＢＩＭ・ＣＩＭの採用などの先進
的な取組みを進めており、東北支店としても今期の重点施策と
してこれらの施策に取り組んでいるところです。
　昨年の押味社長就任以来、『ひとつひとつ心を込めた物づく
り』は全社共通のスローガンになっておりますが、東北支店にお
きましても「東北における地域からの当社への高い信頼は、過去
の先輩たちの長年にわたる誠意ある物づくりの蓄積によるもので
あり、この継続が東北支店の経営基盤となる」と社員に伝え続
けています。
　こうした当社の強みをベースに、ＣＭ方式やＥＣＩ方式など事
業のより上流からの取組みに注力し、単純な請負業のみでなく
鹿島の総合力を発揮できる形での事業を拡大していくことが重
要であり、鹿島の発展には欠かせない取組みになると考えてお
ります。東北支店としても、地域の特性を考慮しながら、今後
も積極的にチャレンジしていきたいと思います。　

真の復興を目指して
　東日本大震災発生から５年が経過し、東北は「復興・創生期間」と称する新たなステージに入りまし
た。これまでの５年を振り返ると、発災直後から全社の支援の元、まずは応急復旧に臨み、元施工
案件は勿論のこと、客先からの要請に応じ、他社施工案件でも可能な限り真摯に対応してきました。
また、復興の前段として対応が必要になった災害廃棄物処理や除染工事については、それぞれ宮城
県石巻市、福島県富岡町などで大型業務を担当しました。石巻の災害廃棄物処理では、阪神・淡路
大震災の経験を活かし、かつがれきの膨大な量に対しては新たな創意工夫により早期の処理を完了さ
せ、国土交通大臣賞や土木学会特別表彰を受賞するなど関係者から高く評価されました。富岡の除
染工事は、これまで経験のない種類の作業で、一日当たり最大2,200人もの作業員を管理するという
難しい業務でしたが、この３月に無事に所定の業務を完了することができました。
　さらに復興関連では、宮古市のたろう地区や女川町のまちづくり事業、陸前高田市の海岸復旧工
事、復興支援道路の新区界トンネル、石巻魚市場建設事業など多くの事業を担当し、当社の本業で

勝治 博
執行役員 東北支店長

物づくりをベースにこれからを考える

中期経営計画の概要と2015年度のまとめ

Pick Up

KAJIMA CORPORATE REPORT 2016 KAJIMA CORPORATE REPORT 2016



48 49

02Our 
Performance

いうオーダーメイドシステムにより、お客様のあらゆるニーズに対
応することが可能です。
　2つ目は福島第一原子力発電所の凍土遮水壁にも用いられた
凍結技術です。元来ヨーロッパの技術ですが、国内では当社を
含め2社のみが保有しています。更なる技術開発を重ね、今後
見込まれる大深度地下工事等で仮設を含め活用が広がると見込
んでいます。
　3つ目は環境です。凍結工法もセメントを用いないことで環境
負荷低減につながりますが、ジェットグラウトでの廃棄物の再利
用など、「環境」は技術開発の軸だと捉えています。

世界を知り自らを磨く
　当社は、ブラジルでも事業展開を継続していますが、長く地
盤と水との闘いをしてきた日本企業だからこその強みがあります。
ただハード面での技術だけでなく、それを理解して活用できるソ
フトを重視していくことも必要です。
　世界最大の地盤改良業者であるケラー社とは、技術発表会を
毎年交互に開催し、互いに社員を派遣しながら知見を高める機
会となっています。世界を相手にする企業との交流は、最先端
の技術やマーケットを知るチャンスであり、社員の意識向上も狙
いです。さらに、ケラーグループのアメリカ法人で当社の社員が
研修を受けるプログラムもスタートしました。
　これからも自分たちにしかできない独自技術を持って、鹿島グ
ループの一員としての誇りを持って事業を展開していきたいと考
えています。

りを見せています。

ストック活用時代の建物管理業
　建物は完成後、経年により劣化していきます。当社では、定
期的な点検や必要な補修だけでなく、劣化の度合いを減らすた
めのコンサルティングや、時代の要請に適した付加価値を高める
提案などを行っていますが、建物総合管理業の担う役割はます
ます重要になっていると感じます。
　労働集約型の事業においては、人材は人財です。鹿島建物で
は、本格的なストック活用の時代を迎えた現在、企業力を発揮
するために、社員の教育・研修制度をさらに充実させ、人事交
流も図って研鑽を重ねることに尽力しています。
　創立当初から、企業理念の筆頭に「建物は社会の資産であ
る。建物のライフサイクルを通して安心・安全快適な環境を維持
し、社会に貢献する」と掲げる鹿島建物にとって、鹿島グループ
の一員として建物管理に携わることは、大きな強みです。グルー
プに貢献し、自らの利益創出を着実に進められる体制を整備し
たいと考えています。

　ケミカルグラウトは、1963年の創業以来、技術立社を社是と
し、地下に関する技術開発から、設計、提案、施工、アフター
フォローまでトータルで提供する「地下の総合エンジニアリング
会社」として、最適なソリューションを提供しています。

3つの柱で社会に貢献する
　2013年に私が社長に就任した際、全役員・社員に対して「生
産性の向上」「人材の育成」「技術の伝承」の3つを柱としていこう
と話しました。
　「生産性の向上」は少数精鋭での実践、手戻りなど無駄の排
除を徹底し、財務体質向上を目指すことが目的です。これは目
に見えて根付いてきており、好決算に結びついています。
　「人材の育成」と「技術の伝承」については同時に行うべきと考
えています。人材の育成はOJTを基本として、先達の知識を伝
承し、「技術立社」の社是、つまりマインドを後進に永続的に伝え
ていくことです。技術とは、施工技術に止まらず、営業、開発、
設計、事務部門のすべてに当てはまり、それらを途切れることな
く伝えて、50年余りの当社の良さをさらに伸ばしたいと思ってい
ます。
　マインドの継承ということでは、私を含めた幹部が講師とな
り、過去の実体験をもとに、ケミカルグラウトの良い文化を伝承
していく研修を20年以上継続しています。

ケミカルグラウトにしかできない技術を持って
　現在、鹿島以外からの受注は約30％ですが、これを50％に
するのが中長期での目標です。ケミカルグラウトの技術は、グ
ループ会社としてまず鹿島本体で採用されてきました。その実績
を基に、鹿島以外の会社に使われることで、社会的に認められ
たと捉えられると考えています。
　他社にはできない絶対的な技術を保持し、差別化によりコス
ト競争から脱却して、価値創造を進めることが肝要です。
　現在、3つの技術テーマを軸にしていますが、1つ目はジェットグ
ラウト技術の深耕です。初代のコラムジェットグラウト、2代目の
スーパージェットはいずれも鹿島との共同開発です。いずれも海
外を含めてオープンに利活用されており、国内外のインフラ整備
に貢献できる技術だと自負しています。現在はジェットクリートと

　鹿島建物総合管理（以後、鹿島建物）は、建物が長きにわ
たって最善のパフォーマンスを保つためのビルマネジメントを事
業としています。建物のライフサイクルのうち、竣工後の下流部
分を設備管理やリニューアルなどで担うとともに、それらを基盤
とした周辺業務への参入や新方式の修繕コンサルなど、新たな
分野を含めた業容の拡大を図っています。

顧客のニーズから事業領域を拡大
　1985年からの創業期には、設備管理から清掃、警備へと業
務を広げ、同時にオフィスビルから商業施設、文化施設、さら
に複合施設へと受託建物の用途を広げて、建物管理業の基盤
固めをしました。その後、開発計画段階からの管理計画コンサ
ルティング、建物の資産マネジメントへと業務を拡大し、総合管
理業として建物の生涯に関わる体制を確立しています。　
　鹿島建物は、省エネやノンコア業務のアウトソーシング化な
ど、お客様のニーズに向き合いお応えすることで、事業領域を
広げてきました。現在は約2,200棟の建物管理を行っています。
2015年度は、管理物件のリニューアル工事が増加したことから
売上高508億円、経常利益32億円といずれも過去最高となりま
した。継続して、安定的な利益創出に向けて歩みを進めていき
たいと思います。

新規領域への挑戦
　2011年、国交省「建設企業の連携によるフロンティア事業」
に参画し「価格開示方式（RM方式）」というスキームを確立しまし
た。これはマンション管理組合の立場に立ったオープンブック方
式の大規模修繕コンサルティング業務です。受注実績は関西圏
で約20件、関東圏にも広がっています。この業務を通じて信頼
をいただきその後の管理受注につながった事例もあり、今後の
展開に大きな期待を寄せています。
　また、2014年7月、ビルの空室の有効利用を模索する中で、
パイロット事業としてレンタル水耕菜園の店舗を開設しました。
周辺勤務者や住民を中心に高い関心が寄せられ、街の賑わいに
一役かったとともに、水耕栽培への注目度の高さからメディアに
複数回取り上げられています。建物内のオアシスとしての利用な
ど、様々な企業や団体から問合せがあり、今後の方向性に広が

立和田 裕一
ケミカルグラウト 代表取締役社長

宅 正雄
鹿島建物総合管理 代表取締役社長

世界で通用する地下の
総合エンジニアリング会社を目指して

ビルマネジメントから事業を広げる

ビルの防災センターで管理事務所長から説明を受ける社長・宅正雄（右）現場パトロールをする社長・立和田裕一（左）
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図りながらここまで歩んできました。現在も、定期的に行う社
長会や各社との打合せの中で、経営課題を共有しながら、その
解決方法をともに考えて克服していくよう努力しています。
　過去にM&AでKUSAグループに入った会社で具体例を挙げ
ますと、2002年に買収したハワイアンドレッジング社（事業領
域：ハワイにおける建設請負）は、建設機械や仮設資材への投
資を積極的に進めており、直傭工による施工の生産性向上に努
めてきました。建築部門と土木部門を併せ持つ強みを発揮し、
また、JV組成によって他社の専門ノウハウも活用しながら、事業
の幅を着実に拡げています。
　2005年に買収したオースチン社（事業領域：産業施設等の設
計施工）は、鹿島の営業力を源泉として日系企業の動向に合わ
せてメキシコに進出しました。また、病院の設計施工を得意と
する会社から人材を招聘し、ヘルスケア分野に特化した新部門
を設けて今後の展開に向けて準備を進めています。
　2008年に買収したバトソンクック社（事業領域：南東部にお
ける建設請負）は、買収後の市況が悪く、波に乗れない状態が
続きましたが、ここ数年で明るい展望を描くことができるように
なったと思います。そのきっかけの一つは前述のスカイハウスシ
リーズでした。同社がディベロッパーと企画を進めている中で、
リーマンショック後の景気低迷期には資金力と信用力がプロ
ジェクト遂行上の課題だと判明しました。その際に、鹿島USA
グループの開発部門を入れたスキームを提案し、鹿島の信用力
によって課題解決を図ったのです。これにバトソンクック社が推
進していたLean Construction（ムダを徹底的に省いた短工
期工法）を導入し、3日で1フロアのコンクリート躯体を立ち上げ、
着工から市場への供給までの日数を大きく短縮しました。
　KＵＳＡグループは、順調に進んでいることは各事業会社に任

せ、そうではない課題について最終目標に向かうための解決策
を一緒に考えて、最適な結論を導き出すことを信条としてきまし
た。また、重要な経営課題・事業テーマについては各社の取締
役会メンバーで厳格に議論・検討することによってガバナンス機
能の向上にも努めてきました。今後もこうした経営姿勢を継続し
ていきたいと考えています。

安定成長を図るために
　米国は人材の流動性が高い国です。必要に応じて他社から
優秀なマネジメント層を社長候補として採用することもあります。
逆に、優秀な人材が他社に引き抜かれるリスクもあるため、当
社グループへの帰属意識を持たせるとともに実績に対する評価
はしっかりと行うようにしています。
　また、日本国内と同じく、建築学科への進学者が減っている
ため危機感を持っています。現在は進路指導の教職員が大学進
学を強く推す傾向があるため、高校での建設業への啓蒙活動や
インターン採用等によりエンジニアや建設労働者への道を知って
もらう活動も推進中です。
　鹿島の人材育成も喫緊の課題です。国内の建設事業にとど
まらず、鹿島のグローバル展開に資する人材を発掘し戦略的に
育てていくこと、そういう場を設けることが不可欠だと考えてい
ます。

　私は、鹿島が世界標準で勝ち抜ける企業でなくてはいけない
と思っています。そのためには世界ナンバーワンの米国市場でも
しっかりとした事業基盤を保持し、安定成長を図っていかねばな
りません。そのための体制と人材を整えて、この先も多くの歴史
を刻める企業グループの一員でいられるよう取り組んでいきます。

　鹿島の米国への本格的な進出は1964年に遡りますが、2014年には節目となる50周年を迎えまし
た。現在の鹿島USA（以下KUSA）グループは、事業を統括するホールディングカンパニーのもとに、
建設事業ならびに開発事業を展開する多様なプラットフォームの構築が進み、統括会社・事業会社と
もに経験とノウハウが蓄積されてきました。

2015年度の実績と今後の見込み
　2015年度の実績は、建設受注高が2,799億円、売上高が2,061億円、経常利益が56.9億円と
なり、いずれもリーマンショック後では最も高い結果となりました。
　建設部門では、特にハワイで大型案件の受注が重なったことから、2016年度の売上高はもう一段
の拡大が見込まれる一方で、米国経済の先行きを踏まえて顧客の投資判断が慎重になりつつあり、
受注高の減少が予想されます。
　一方、開発事業への投資を継続しています。以前は分譲住宅が一般的でしたが、住宅バブル崩
壊やリーマンショックによる苦い経験からその後は賃貸住宅への需要が増加しており、そのタイミン
グに仕込んだ「スカイハウス」という都市型高層賃貸住宅シリーズが好調です。さらに2015年度に設
立した新会社による流通倉庫事業の展開に注力するとともに、景気動向に左右されにくいシニア介
護施設などのヘルスケア部門を継続的なターゲットとして投資先の選定を戦略的に行っているところ
です。
　利益面に目を向けますと、建設事業部門の売上高経常利益率は1.5％程度ですが、規模のメリッ
トを活かし以前に比べると無理をせず着実に利益を積み上げることが可能な状況になっており、グ
ループ利益の下支えとなる安定収益としての役割を十分に果たしています。一方、開発事業部門は
ここ数年、新規案件を仕込んできましたが、売却の好機に入りつつあることから利益への本格的な
貢献が期待されます。このような投資と回収のサイクルを確実に回していきたいと思います。建設・
開発の両事業部門が連携を深めることで、バランスの良い利益創出を目指すとともに、KUSAグルー
プ全体の利益の最大化を図りたいと考えています。

KＵＳＡグループの強み
　KＵＳＡグループを構成する事業会社は、各々特定の分野や地域における高いプレゼンスを有して
いますが、買収した会社を含めて鹿島との相互理解のもとで各社の経営陣とコミュニケーションを

大橋 令明
鹿島USA社 社長

建設事業と開発事業の両立による
バランスの取れた事業展開で安定成長を目指す

定期的に開催している社長会にて。左から2番目がKUSA社 社長の大橋令明

中期経営計画の概要と2015年度のまとめ

Pick Up
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　鹿島は、長い歴史の中で、確かな品質の提供を積み重ねた結果、信頼と評価を受け、続くプロ

ジェクトに携わる機会を得てきました。近年、いくつかの品質トラブル等を踏まえ、自らに問いかけ直

し、「ひとつひとつ　心を込めた物づくり」のスローガンのもと、全社で改めて品質確保こそが信頼の基

礎であることを再認識して取り組んでいます。

マネジメントシステム

　鹿島は土木部門・建築部門それぞれで、ISO9001の認証を受け、品質マネジメントを行ってい
ます。本社関連部署・技術研究所・建築設計本部・支店におけるISO9001は両部門に含まれ、
海外グループ会社は個々に必要な認証を受けています。土木・建築それぞれでマニュアルや実施
要領を整え、マネジメントシステムを運用しています。

品質・安全衛生・環境に関する方針

■ 品質方針
顧客が安心し、信頼して注文できるよう営業活動からアフ

ターサービスまでを含め、顧客が満足感を持てる製品及び

サービスを提供する。

１ 顧客要求事項への適切な対応と重点志向及びPDCAプ
ロセスの徹底により、製品品質を確保する。

２ 技術開発・改善活動を進め、品質の向上及び業務の効
率化を図る。

■ 安全衛生方針
安全は企業の能力と良心を示すバロメーターであるとの理

念に基づき、管理能力の高い協力会社と連携して建設工事

に伴う災害・事故の撲滅を図り、もって社会基盤整備を担

う建設業の信頼確保と会社の永続的な発展を目指す。

１ 三現主義（現場で・現物を・現実に）と現地における指差喚
呼を徹底し、ヒューマンエラーによる災害・事故を防止す
る。

２ 当社と協力会社のコミュニケーションを強化し、人間・
機械・設備が相互に協調した安全で快適な職場環境を
形成する。

■ 環境方針
鹿島は “100年をつくる会社”として、長期的な環境ビジョ

ンを全社で共有し、環境保全と経済活動が両立する持続

可能な社会の実現を目指す。

１ 自らの事業活動における環境負荷の低減はもとより、建
造物のライフサイクルを考慮し、低炭素社会、資源循
環社会、自然共生社会の実現を目指す。 

２ 上記取組みを支える共通の基盤として 
　・環境の保全とその持続可能な利用に資する技術開発を

推進する。
　・事業に関わる有害物質につき自主管理も含め予防的管

理を推進する。
　・積極的な情報開示を含め、広く社会と連携を図る。

品質・安全衛生・環境の確保は生産活動を支える前提条件であり、企業存続の根幹である。関係法令を
はじめとする社会的な要求事項に対応できる適正で効果的なマネジメントシステムを確立・改善すること
により、生産活動を効率的に推進するとともに、顧客や社会からの信頼に応える。

基 本 方 針

Qu a l i t y
品質Q

2015年度の取組み

　土木部門では、コンクリートの品質確保と「杭」の品質トラ
ブル回避を全社重点管理項目として、全社的に取組みの強
化を図っています。それぞれ重点的に管理するためのマニュ
アルを整備し、技術力向上のための教育プログラムを展開す
る一方で、品質確保につながる研究技術開発にも注力してい
ます。
　建築部門では、「鹿島施工管理・工事監理ガイドライン」に
則って施工を進めています。施工者として現場で行うべき品
質管理記録の項目や確認方法の区分などを重点志向とし、
めりはりのある品質管理活動の展開と実効性の向上を目指し
ます。建築工事は、専門工種が非常に多岐にわたり、複数
の工種が同時期に並行して進んでいくため、鉄筋、杭、コン
クリート、防水など、それぞれの工種でプロセス管理の着実

な積重ねを徹底しています。
　品質確保のためには、本社・支店・現場という組織と、各
会議体、そして社員一人ひとりの意識が連動していくことが肝
要です。
　施主・発注者の意思決定から着工に至り、建設が進む中
で、マクロからミクロに至る施工計画をより前倒しすること
が、QCDSEすべての向上につながります。施工計画時には、
施工準備委員会などの会議体で、調達や機械・電気などの
スペシャリストの意見等も加え、鹿島がこれまで多くのプロ
ジェクトを通じて蓄積してきた経験を還元する仕組みとなって
います。
　また、現場の特殊条件などを踏まえたシミュレーションや
技術的支援を技術研究所の実験施設などで検証し、現場の
バックアップを行い鹿島の総合力を発揮しています。

施工

設計

計画

企画

管理・運用

QS E

QSEの概念図

鹿島は、2003年4月にそれまで品質・安全衛生・環境各分野で運用して
いた方針を統合し、共通の基本方針のもと、土木・建築の施工部門は
それぞれ統合マネジメントシステムを展開しています。品質（Q）、安全
衛生（S）、環境（E）は相互に連動しており、Q・S・Eそれぞれの向上が相
乗効果を生みます。そのため、各現場では3つの観点で施工計画を検討
し、日々の活動に落とし込んでいます。

建設事業における３つの重点課題
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資源循環
自然共

生低炭素

トリプルZero2050 トリプルZero2050 
鹿島環境ビジョン鹿島環境ビジョン

自社活動と
提供する建造物からの
CO2排出ゼロ

資源の循環利用と
建造物の長寿命化による

廃棄物ゼロ

自然・生物への影響抑制と
新たな生物多様性創出
によるインパクトゼロ

Zero Zero Zero Zero Zero Zero 
 Waste Waste  Impact ImpactCarbonCarbon

　建設業は、社会基盤の提供を通じて将来にわたる社会の姿

に大きな影響を持つ産業です。鹿島は、“100年をつくる会社”

として、持続可能な社会の実現に向け先導的な役割を果たす

ため、「鹿島環境ビジョン トリプルZero2050」を掲げています。

環境と経済が両立する持続可能な社会を「低炭素」「資源循環」

「自然共生」の3つの視点でとらえ、2050年までに達成すべき

将来像を「Zero Carbon」「Zero Waste」「Zero Impact」 と

表現しました。これらはリスク（自社の事業活動での負荷軽減で

実現するもの）と機会（社会や顧客への提案を通じて実現するも

の）の2つの側面で構成しています。さらに取組みの核となる活

動を抽出し、設計や施工の段階ごとに定量的な到達点を「ター

ゲット2030」としました。

　具体的な取組みとしては、低炭素分野では、建物のライフサ

イクルでもっともCO2の排出が多い運用段階での削減に向け、

　鹿島の安全衛生管理は、現場に関わるすべての人々に対する

責務です。現場で工事に携わる協力会社の職長・作業員が、安

全な設備と環境の中で安心して作業を進められるように、計画

とリスク管理を行うのが元請である鹿島の役割です。

　2015年度は、国内工事において死亡災害3件を含む83件

（休業4日以上）の災害が発生し、度数率が休業4日以上の災

害について0.80、休業1日以上について1.37となり、強度率は

0.28という結果になりました。鹿島は、「決心せよ！今日一日の

無災害」のスローガンのもと、安全第一の姿勢を徹底してまいり

ます。

PDCAサイクル図

C D

A P

危険・有害要因及び
実施事項の特定

原因の調査、問題点
の把握及び改善

工事安全衛生方針
の設定と表明

工事安全衛生目標
の設定

工事安全衛生計画
の策定

工事安全衛生計画
の運用

安全衛生計画
の運用

安全衛生計画
の策定

安全衛生方針
の設定と表明

安全衛生目標の設定

安全衛生点検

規程の見直し

工事事務所

本社・支店

協力会社の評価

安全衛生等監査

システムの基本事項
システムの補完事項

安全成績の推移

度数率： 100万延実労働時間当たりの労働災害による死傷者数をもって、災害発生の頻度を
表したもの（休業1日以上は2012年度から統計化）

強度率： 1,000延実労働時間当たりの労働損失日数をもって、災害の程度を表したもの

度数率

強度率
災害件数
死亡者数
延労働時間（百万時間）

2011
0.82

—

0.58
89

8
108.19

2014
0.93
1.99
0.16
102

2
109.32

2015
0.80
1.37
0.28

83
3

104.25

2013
0.77
1.67
0.10

80
1

104.51  

2012
0.76
1.73
0.40

85
5

112.16  

（休業4日以上）
（休業1日以上）

ZEB（ゼロ・エネルギービルディング）の技術開発や自社施設を

用いた実証を進めています。建設施工段階におけるCO2排出に

ついては、資材や作業の効率化、燃料消費の抑制などにより

削減に取り組んでいます。資源循環分野では、より質の高いリ

サイクルを目指し、メーカーリサイクル（広域認定制度）の活用

を推進しています。また、自然共生社会に向けては、事業を通

じて都市の生態系ネットワークを強化する「生物多様性都市 い

きものにぎわうまち」を理念に掲げ、自然の有する力を積極的に

利用して施設整備や土地利用を進めるグリーンインフラの整備

に取り組んでいます。

　これら3つの分野でのトリプルZeroの実現を目指すとともに、

その取組みの共通の基盤として、有害物質の管理、研究技術

開発、社内外への積極的な情報提供による社会との連携を推

進していきます。

S a f e t y
安全衛生S

E n v i r o n m e n t
環境E

低炭素社会
温室効果ガスの人為的排出量と地
球の吸収量がバランスする社会

目指す社会

資源循環社会
良質なインフラ資産を基盤にサス
ティナブルな資源で更新されゼロエ
ミッションが進展した社会

自然共生社会
自然・生物に対する負荷が少なく、そ
こからの生態系サービスを持続的に
享受できる社会

(設計)
ZEB（ゼロ・エネルギービルディング）
2020年実現、2025年技術汎用化、
2030年広範に普及
(施工）
排出原単位1990年度比35％削減
※総量では65％削減に相当

・有害物質の管理：
 予防的対応の徹底
 （特に汚染土壌、石綿）、
 化学物質等の管理徹底

・研究技術開発

・社内外への
  積極的な情報提供

ターゲット2030

・建設廃棄物最終処分率　0％
・主要資材での
  再生材利用率60％以上
 主要資材（鋼材、セメント、生コンク
リート、砕石、アスファルト）

Zero Carbon
自社の事業活動に起因するものだ
けでなく、提供する建造物から排出
される温室効果ガスも含めた“Zero 
Carbon”を目指す。

トリプルZero2050

Zero Waste
建設廃棄物のゼロエミッション化とと
もに、サスティナブル資材の活用、建
造物の長寿命化により建設事業での 
“Zero Waste”を目指す。

Zero Impact
建設事業における自然・生物への影
響を抑制し、新たな生物多様性の創
出・利用を促進することで、建設事業
全体で“Zero Impact”を目指す。

・生物多様性創出プロジェクトの
  推進
・生物多様性ネットワークの
  拠点（コア）となる良質プロジェクトを
  社会に蓄積

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現

共
通
基
盤

マネジメントシステム

　鹿島は、「建設業労働安全衛生マネジメントシステム（COHSMS）」

に準拠して安全衛生管理を行っています。

　前年度の実績や状況をもとに必要に応じて安全衛生方針の見

直しを行い、当年度の全社的な安全衛生目標と計画を策定する

というサイクルを取っています。この「計画（Plan）−実施（Do）−

評価（Check）−改善（Action）」というサイクルで策定された全社

方針から、各工事事務所とそれを支援する本社・支店、そして

協力会社のそれぞれ重点実施事項を絞り込みます。それらを基

盤として、各現場では工事安全衛生方針・目標・計画を立て、鹿

島と協力会社がそれらを共有して施工を進めています。さらに現

場では三現主義に基づいて、パトロールを繰り返し、安全衛生

水準の継続的な向上を目指しています。

安全衛生に関する水準が特に優秀で、他の模範と認められる事
業場として、厚生労働大臣表彰（優良賞1件）を受賞

全国安全週間に押味社長がパトロールを実施し、朝礼で訓示

KAJIMA CORPORATE REPORT 2016 KAJIMA CORPORATE REPORT 2016



56 57

02Our 
Performance

環境分野の2015年度目標と実績

3カ年計画（2015-2017年度）目標 2015年度目標 実績 評価

（設計）
2015年度からの改正省エネ法基準の本
格施行をふまえたレベルアップと深耕

（設計）
全社設計施工案件で運用段階CO2の削減35％以上 25.5% △

（施工）
施工時CO2

原単位1990年度比17％削減

（施工）
施工時CO2

原単位1990年度比15％削減
16.5% 〇

最終処分率3％未満 ・最終処分率3％未満
・建設汚泥の削減・有効利用促進 3.1% △

設計でのグリーン調達重点17品目から
4品目以上を提案
建物長寿命化の推進

・設計でのグリーン調達： 重点17品目から4品目以上を提案
・建物長寿命化の推進（社内チェックシートによる取組み評

価3.6以上）

達成率87％、平均5.2品目

平均3.72 〇

生物多様性優良プロジェクトの推進
6件／年以上

生物多様性優良プロジェクトの推進
6件／年以上 5件 △

有害物質の管理
予防的対応の促進（特に汚染土壌、石綿）

有害物質の管理
予防的対応の促進（特に汚染土壌、石綿） 環境事故3件（廃棄物含む） ×

化学物質等についての管理促進 化学物質等についての管理促進 環境チェックリスト（設計・施工）に
基づいたリスクチェックを実施 〇

低
炭
素

資
源
循
環

自
然
共
生

共
通
基
盤

2015年度のまとめとこれから

　2015年度は新しい３ヵ年計画の初年度でした。施工におけ

るCO2削減は目標（1990年度比）15％に対し16.5％と達成し

ましたが、建物運用時のCO2の削減では改正省エネルギー法

における新基準の本格施行があり、基準比削減率は当初目標

35％に対し結果は25.5％となりました。廃棄物も最終処分率

の目標3％未満に対して3.1％でした。

　３ヵ年計画で新たに目標に追加した「建設汚泥の削減・有効

利用促進」では、全国から好事例を収集するとともに、日本建

設業連合会として東京都環境局のモデル事業に「中間処理後の

汚泥改良土の利用」で応募、採択され、鹿島の4現場が参加し

ました。その結果、汚泥改良土が埋め戻し材として極めて有効

であることが確認できました。今後も、この事業をベースとして

発注者・設計者の理解を得ながら、汚泥改良土の利用促進に

努めます。

　共通基盤の取組みである有害物質管理では、石綿管理を

中心に本支店からの支援を充実させていることもあり、大きな

問題は発生していません。一方、廃棄物管理においてはコンク

リート打設後に余った生コンを不適切に扱った事例が2014年

度に発覚し、2016年になって社員及び両罰規定に基づき当社

が書類送検される事態に至りました。当社では、この事象を真

摯に受け止め、2015年度に全支店の施工系社員を対象とした

環境教育を実施するなど、再発防止を徹底させています。

　2015年9月に発行されたISO14001の規格改訂に対しては、

2017年度から運用を開始する予定で準備を進めています。「環

境と事業の統合」という改訂意図を踏まえ、リスクと機会などの

新しい要求事項についても2015年度から試行的に取り組み、

目標設定に反映しました。

　2016年4月に日本建設業連合会「建設業の環境自主行動計

画」第6版が発表されましたが、鹿島は業界とともに、「低炭素

社会」「資源循環社会」「自然共生社会」の実現に向けて活動を

推進します。

環境マネジメント体制図

土木部門

建築部門

環境エンジニアリング部門
エンジニアリング部門

研究開発部門
海外事業部門

部門横断的な課題対応

● 環境マネジメント部会
● 施工環境部会
● サステナブル調達部会
● 生物多様性部会

環境本部
エンジニアリング事業本部

技術研究所
海外土木支店

事務局 : 環境本部地球環境室

（
委
員
長：

社
長
）

全
社
環
境
委
員
会

土木設計本部
土木管理本部 支店 現場

支店 現場
建築設計本部
建築管理本部

（万ｔ） （万ｔ）

（万ｔ-CO2） （万ｔ-CO2）

1990 2013 2014 2015 1990 2013 2014 2015

1990 2013 2014 2015 1990 2013 2014 2015

29.5

施工によるCO2排出量の推移

建設廃棄物の発生量と最終処分量 建設廃棄物 発生量品目別内訳

間接的な削減量（万t-CO2）

（千億円/年） （千億円/年）

（千億円/年）（千億円/年）

■総量 ■原単位※1

グリーン調達（高炉セメント・コンクリート）に
伴うCO2削減量

建物の省エネルギー設計に伴うCO2削減量※2

原単位は土木・建築の原単位を施工高比
率（3ヵ年移動平均値）で加重平均

※1 2014年度から電力排出係数を発電端から受電端の数値に変更したのに
合わせ、過去の数値も統一しました。

当社が設計施工で提供してきた建築物の運用段階に
おけるCO2削減量（2008年度以降の提供）

※2 

軽油

灯油

電力

CO2排出量（施工）
建設発生土
有害物質
　　アスベスト含有建材
　　フロン・ハロン回収量
　　蛍光管

建設廃棄物
最終処分量

CO2排出量

廃棄物発生量

　1.5
　

1,389.6

万t

t

26.2
　98.1

　
21,329.2

3.4
48.1

248.6
16.1

万t
万m3

　
t
t
t

万t
万t

インプット アウトプット

オ
フ
ィ
ス

建
設
現
場

2,541

　9.5
　11.8
　16.5
　14.0

電力

重油

灯油

ガス

水

75,700
1,831
10,574

kℓ

kℓ

万ｋWh

219.1

141.7

建材

水

万t

万m3

万ｋWh　

kℓ

kℓ

万m3

万m3

18.2

9.7
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コンクリート塊  43％

アスファルト・
コンクリート塊  6％

発生木材  2％

1

2

3

建設汚泥  35％

混合廃棄物  2％

その他  12％

4

5

6

うち
解体リニューアル工事

1
2
3

71％
5％
1％

4
5
6

5％
2％
16％

うち新増築工事

1
2
3

22％
6％
2％

4
5
6

58％
2％
10％

建設廃棄物
発生量

248.6万t/年
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最終処分率（%）
混合廃棄物発生量（万ｔ）

発生量（万ｔ）
最終処分量（万ｔ）

削減率（％）
原単位（t-CO2/億円）

施工高（千億円／年）
総排出量（万ｔ-CO2）

最終処分率（汚泥含む）（%）

発生量（汚泥含む）（万ｔ）
最終処分量（汚泥含む）（万ｔ）

4.7 4.9
4.74.6

2.8
3.1

3.4 3.1

165.3 137.6 132.6
162.6

4.54.34.6 5.0

324.9

22.4 18.2 13.9

263.4

197.5

16.1

248.6

6.9 6.9 7.1

6.5

46.8

22.8 26.2

22.222.0
25.8

26.2
21.5

14.014.8
16.5

19.69.9

マテリアルフロー
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